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  （百万円未満切捨て）

１．平成26年５月期の連結業績（平成25年６月１日～平成26年５月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年５月期 31,196 7.7 2,938 9.7 2,920 14.9 1,811 1.4 

25年５月期 28,956 6.6 2,678 2.0 2,541 △1.2 1,786 28.6 
 
（注）包括利益 26年５月期 1,881 百万円 （△23.3％）   25年５月期 2,454 百万円 （84.8％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

26年５月期 183.24 － 11.7 8.2 9.4 

25年５月期 194.13 － 13.6 7.9 9.3 
 
（参考）持分法投資損益 26年５月期 － 百万円   25年５月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

26年５月期 36,694 16,624 44.4 1,646.61 

25年５月期 34,762 15,073 42.4 1,492.10 
 
（参考）自己資本 26年５月期 16,270 百万円   25年５月期 14,750 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

26年５月期 2,744 △2,162 △2,065 2,285 

25年５月期 2,541 △2,236 1,690 3,698 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
25年５月期 － 0.00 － 30.00 30.00 296 15.5 2.2 
26年５月期 － 0.00 － 30.00 30.00 296 16.4 1.9 
27年５月期（予想） － 0.00 － 30.00 30.00   13.5   
 
３．平成27年５月期の連結業績予想（平成26年６月１日～平成27年５月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 17,000 10.7 1,700 10.7 1,700 11.4 1,100 20.7 111.27 

通期 34,500 10.6 3,450 17.4 3,450 18.1 2,200 21.5 222.55 

 
 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年５月期 9,885,968 株 25年５月期 9,885,968 株 

②  期末自己株式数 26年５月期 411 株 25年５月期 354 株 

③  期中平均株式数 26年５月期 9,885,574 株 25年５月期 9,203,436 株 

 
 
（参考）個別業績の概要 

１．平成26年５月期の個別業績（平成25年６月１日～平成26年５月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年５月期 31,047 7.7 2,414 7.2 2,426 13.0 1,560 3.2 

25年５月期 28,825 6.8 2,252 2.4 2,147 △0.9 1,511 31.5 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

26年５月期 157.81 － 

25年５月期 164.19 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

26年５月期 33,778 14,983 44.4 1,515.74 

25年５月期 31,491 13,744 43.6 1,390.36 
 
（参考）自己資本 26年５月期 14,983 百万円   25年５月期 13,744 百万円 

 

※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取

引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧くださ

い。 

 

（決算補足説明資料及び決算説明会資料の入手方法） 

 決算補足説明資料は、ＴＤｎｅｔで同日開示しております。 

 また、平成26年７月16日にアナリスト・機関投資家向けの決算説明会を開催する予定です。この説明会で配布する

資料につきましては、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

①当期の概況

 当連結会計年度におけるわが国経済は、アベノミクス効果の波及により円安・株高が進行し企業収益の改善や個人

消費の持ち直しがみられ、景気は緩やかに回復しました。

 医薬品業界におきましては、平成25年４月に厚生労働省より「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマッ

プ」が公表され、今後も引き続きジェネリック医薬品の使用が推し進められることになりました。また、医療費抑制

策により長期収載品のジェネリックシフトが加速する一方で、新薬の新製品は中・小型化しました。その結果市場全

体の成長率は鈍化しました。

 このような状況の中、当社グループは環境の変化を見据え、医薬品市場及び取引先の様々なニーズに対応すべく、

生産活動の充実を図りながら積極的な営業活動を展開してまいりました。

 なお、売上高の販売品目ごとの業績は、次のとおりであります。

 原薬では、解熱鎮痛消炎剤原薬、血圧降下剤原薬及び高脂血症用剤原薬などのジェネリック医薬品向け原薬の販売

が好調に推移し、売上高は19,664百万円（前年同期比13.7％増）となりました。

 製剤では、医療用医薬品において自社開発のジェネリック医薬品の販売が好調であった一方で、国内大手医薬品メ

ーカーからの製造受託が、長期収載品におけるジェネリックシフトの影響もあり減少いたしました。また一般用医薬

品においては、市場全体の伸び悩み等の影響を受けながらも、大手医薬品メーカーへの既存品の販売等が比較的順調

に推移いたしました。これらにより、製剤の売上高は11,143百万円（前年同期比1.2％減）となりました。

 健康食品他につきましては、新商品の販売等により堅調に推移し、売上高は388百万円（前年同期比0.4％増）とな

りました。

 これらの結果、当連結会計年度の売上高は31,196百万円（前年同期比7.7％増）となりました。

 営業利益につきましては、売上高に伴い売上原価が増加した一方で、研究開発費、減価償却費が減少した結果

2,938百万円（前年同期比9.7％増）となりました。

 経常利益につきましては、支払利息や為替差損が減少したこと等により2,920百万円（前年同期比14.9％増）とな

りました。また、特別損益において、前年同期に計上していた受取保険金及び負ののれん発生益がなかったことによ

り、当期純利益は1,811百万円（前年同期比1.4％増）となりました。

 

②次期の見通し

 

 次連結会計年度の見通しにつきましては、平成25年４月には厚生労働省より「後発医薬品のさらなる使用促進のた

めのロードマップ」が公表され、いままでのジェネリック医薬品の数量シェア目標に代わる新たな数量シェア目標が

設定され、新たな定義ではその数量シェアを平成30年３月末までに60％以上を目標とすることになり、今後もジェネ

リック医薬品の使用促進が進むことが期待されます。しかしながら、金融緩和によって為替相場が円安へと推移し、

原材料等の輸入価格は上昇しコストが高くなり収益が圧迫されるとともに各分野における企業間競争の更なる激化に

より、当社グループを取り巻く環境につきましては、厳しくなることが予想されます。

 このようななか、当社グループの次期の連結業績につきましては、以下のとおり予想しております。

 

 (売上高)

原薬につきましては、政府の使用促進策の影響等によるジェネリック医薬品向け原薬の全般的な伸長と、新規収

載品目の販売開始による売上増加を予想しております。また、製剤につきましては、製造受託における新規受託品

目の増加及びジェネリック医薬品における既存品目・新規品目の販売増加により、製剤全体としては売上増加を予

想しております。

このような状況により、全体の売上高としては34,500百万円（前期比10.6％増）を予想しております。

 (営業利益)

営業利益につきましては、円安傾向に伴う仕入コストの増加及び市場競争激化に伴う販売価格の低下等がある一

方で、当社グループ全体におけるより一層の合理化・効率化を推進する見込みです。

このような状況により、営業利益は3,450百万円（前期比17.4％増）を予想しております。

 (経常利益・当期純利益)

営業外収益につきましては、前期実績をベースに予想しております。また、営業外費用につきましては、支払利

息の減少等を予想しております。

このような状況により、経常利益は3,450百万円（前期比18.1％増）、当期純利益2,200百万円（前期比21.5％

増）を予想しております。
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(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて1,932百万円増加し、36,694百万円となりまし

た。これは主に、受取手形及び売掛金の増加418百万円、電子記録債権の増加2,076百万円並びに建設仮勘定の増加

1,119百万円などがあったことによるものであります。

 負債は、前連結会計年度末より381百万円増加し、20,070百万円となりました。これは主に、電子記録債務の増加

383百万円、未払法人税等の増加373百万円及びファクタリング債務の増加730百万円などがあった一方で、短期借入

金の減少620百万円、長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金含む）の減少668百万円などがあったことによるも

のであります。

 純資産は、前連結会計年度末より1,550百万円増加し、16,624百万円となりました。これは主に、利益剰余金の増

加1,514百万円などがあったことによるものであります。

 これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度より2.0ポイント増加し、44.4％となっております。

 

②キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

1,412百万円の減少となり、2,285百万円となりました。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は2,744百万円（前年同期比8.0％増）となりました。これは主に、税金等調整前当期

純利益2,869百万円及び減価償却費2,444百万円の計上などがあった一方で、売上債権の増加額2,681百万円、たな卸

資産の増加額418百万円及び法人税等の支払額724百万円などがあったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は2,162百万円（前年同期比3.3％減）となりました。これは主に、生産設備の拡充に

伴う有形固定資産の取得による支出2,334百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は2,065百万円（前年同期比は1,690百万円の獲得）となりました。これは主に長期借

入による収入2,000百万円があった一方で、短期借入金の純減少額620百万円、長期借入金の返済による支出2,668百

万円、配当金の支払額295百万円及びリース債務の返済による支出380百万円があったことによるものであります。

 

  (参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

  第70期 第71期 第72期

  平成24年５月期 平成25年５月期 平成26年５月期

自己資本比率（％） 38.5 42.4 44.4

時価ベースの自己資本比率（％） 29.6 37.9 41.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
3.4 4.9 3.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 21.1 19.9 31.4

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

  （注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、事業価値の持続的増大と、それによる株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題として位置づけしてお

ります。株主の皆様への利益還元は、当該期の業績に加えて、今後の成長投資や財務体質の強化を考慮して、安定的

に配当を実施していくことを重視しております。

なお、当期の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり30円の普通配当を実施する予定であります。

   また、次期の配当につきましては、１株当たり30円とすることを予定しております。

 

(4）事業等のリスク

  当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性についての主な事項を記載しております。また、当社グルー

プとしては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断上、あるいは当社グループの事業活

動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しておりま

す。

  なお、文中における将来に係る事項は、本連結決算発表日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

 

１）当社グループの事業内容について

  当社グループは、①原薬の製造販売及び仕入販売、②他社開発の製剤の製造受託並びに③自社開発または共同開発

による製剤の製造販売を主幹事業としております。

 

①原薬の製造販売及び仕入販売

 原薬の各品目は、基本的にはそれぞれ顧客が製造する特定の製剤の品目と紐付いて継続的に販売されますが、その

販売量は当該製剤の市場での販売動向及び顧客の生産量調整による影響を受けます。また、当社グループの顧客であ

るジェネリックメーカー等の医薬品開発戦略の変更や原薬製造の内製化等の製造委託に係る方針転換等があった場合

には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。なお、後述のとおり、当社グループは新薬メー

カー等からの製造受託を行っているため、当該受託品目に関連するジェネリック医薬品向けの原薬に係る受注が制約

される場合があります。

②他社開発の製剤の製造受託

 他社開発の製剤の製造受託に係る当社グループの収益は、当該製剤の市場での販売動向及び当該製剤に係る顧客の

販売方針による影響を受けます。また、当社グループの顧客である製薬会社の医薬品開発戦略の変更や医薬品製造の

内製化等の製造委託に係る方針転換等があった場合には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。

③自社開発または共同開発による製剤の製造販売

 当社グループは大手医薬品販売業者や医療機関向けの営業を行っていないことから、製剤の自社開発を行う場合、

その販売を担う、競合品を取り扱っていない他の医薬品メーカー等を確保する必要があります。したがって、そうし

た医薬品メーカー等を確保できない場合等においては、自社開発の医薬品製造販売を行うことができない可能性があ

ります。また、自社開発または共同開発による製剤の製造販売に係る当社グループの収益は、当該製剤の市場での販

売動向及び当該製剤の販売を担う医薬品メーカー等の販売方針に影響を受けます。

 

２）ジェネリック医薬品市場の動向について

 高齢化社会の進展に伴い、日本の国民医療費は長期にわたり増加傾向にあり、平成23年度においてその総額は38兆

円を超えております。こうした医療費の増加傾向を抑制するための政府の重点施策としてジェネリック医薬品（後発

品）の使用促進があげられます。ジェネリック医薬品（後発品）は、新薬（先発品）の特許が切れた後に発売され

る、新薬（先発品）と同じ有効成分や同等の効能・効果を持つ医薬品で、研究開発費が少額ですむため、薬価が新薬

（先発品）より低く設定されております。また、政府は、ジェネリック医薬品（後発品）の数量シェアを平成30年３

月末までに60％以上に引き上げることを新たな目標に掲げ、ジェネリック医薬品のさらなる使用促進のための取組に

ついてもモニタリングを行い、その結果を踏まえ必要な推進策を適宜行っております。

 当社グループは、今後のジェネリック医薬品市場の拡大を見込み、ジェネリックメーカー向けの医薬品原薬の販売

及び自社開発または共同開発による製剤の製造販売の拡大を図っておりますが、政策転換その他の理由によってジェ

ネリック医薬品市場の成長が停滞した場合、当社グループの経営成績等に影響を受ける可能性があります。なお、平

成26年５月期において、当社グループのジェネリック医薬品に関連する売上高（連結）は、当社グループの売上高

（連結）総額の７割程度を占めております。
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３）薬価改定、政府による医療保険制度の見直し等について

 医療用医薬品は政府の定める薬価基準により保険償還価格が決められております。薬価基準は、市場における売買

価格の実勢価格調査の結果に基づき、原則として２年に一度改定されており、平成24年４月には業界平均6.0％、平

成26年４月には業界平均2.65％の引き下げ改定が行われております。

 薬価改定後には、販売価格低下等の影響を受ける可能性があります。また、医療保険財政の悪化に伴い、政府は医

療保険制度を抜本的に見直す方針であるため、その内容によっては当社グループの経営成績等は影響を受ける可能性

があります。

 

４）法改正及び法規制等に関するリスク

 当社グループは医薬品の製造、販売に関して薬事法、薬事法施行規則及びそれらに関するＧＭＰ（医薬品の製造管

理及び品質管理に関する基準）関連法令の規制を受けており、主に下表のような承認・許認可等を受けております。

当社グループは、これらの許認可等を受けるための諸条件及び関係法令の遵守に努めており、現時点において当該許

認可等が取り消しとなる事由は発生しておりません。しかし、法令違反等によりこれらの許認可等が取り消された場

合には、当社グループの事業活動に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 また、今後これらの規制の強化、または新たな規制の導入により、事業活動が制約され、各業務の遅滞が発生した

場合等には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(当社)

許認可等の名称 所管官庁等 許認可等の内容 有効期限
法令違反の要件及び主な許認可
取消事由

医薬品卸売販売業許
可

富山県
 
 
東京都
 
 
大阪府

富山県知事許可
(富卸一0083号)
 
東京都知事許可
(第5301120444号)
 
大阪府知事許可
(B10145号)
 

平成27年５月27日
(６年ごとの更新)
 
平成30年７月29日
(６年ごとの更新)
 
平成29年12月31日
(６年ごとの更新)
 

薬事法その他薬事に関する法令若し
くはこれに基づく処分に違反する行
為があったとき、法人（業務を行う
役員を含む）が第５条第３号の規定
に該当するに至ったときは、許可の
取り消し、又は業務の停止(薬事法
第七十五条第１項)

第一種医薬品製造販
売業許可

富山県
富山県知事許可
(16A1X00010)

平成26年９月30日
(５年ごとの更新)

薬事法その他薬事に関する法令若し
くはこれに基づく処分に違反する行
為があったとき、法人（業務を行う
役員を含む）が第５条第３号の規定
に該当するに至ったときは、許可の
取り消し、又は業務の停止(薬事法
第七十五条第１項)

第二種医薬品製造販
売業許可

富山県
富山県知事許可
(16A2X00047)

平成26年９月30日
(５年ごとの更新)

薬事法その他薬事に関する法令若し
くはこれに基づく処分に違反する行
為があったとき、法人（業務を行う
役員を含む）が第５条第３号の規定
に該当するに至ったときは、許可の
取り消し、又は業務の停止(薬事法
第七十五条第１項)

医薬品製造業許可 富山県
富山県知事許可
(16AZ0317)

平成26年９月30日
(５年ごとの更新)

薬事法その他薬事に関する法令若し
くはこれに基づく処分に違反する行
為があったとき、法人（業務を行う
役員を含む）が第５条第３号の規定
に該当するに至ったときは、許可の
取り消し、又は業務の停止(薬事法
第七十五条第１項)
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(大和薬品工業株式会社)

許認可等の名称 所管官庁等 許認可等の内容 有効期限
法令違反の要件及び主な許認可
取消事由

医薬品製造業許可 富山県
富山県知事許可
(16AZ000183）

平成28年12月31日
(５年ごとの更
新）

薬事法その他薬事に関する法令若し
くはこれに基づく処分に違反する行
為があったとき、法人（業務を行う
役員を含む）が第５条第３号の規定
に該当するに至ったときは、許可の
取り消し、又は業務の停止(薬事法
第七十五条第１項)

 

 

５）販売中止、製品回収、製造物責任等に関するリスク

 医薬品の発売後には、発売前に予期していなかった副作用が確認されたり、製造過程での製品への異物混入等が発

見されたりすることがあります。また、薬事法に基づく再審査や再評価において、品質、有効性もしくは安全性に関

して不適当と評価される場合があります。当社グループが原薬の供給もしくは製造の受託を行う医薬品、または当社

グループの自社開発製品に関してこれらの事態による販売中止、製品回収もしくは損害賠償等が発生した場合、当社

グループの経営成績等は影響を受ける可能性があります。

 また、当社グループは、健康食品の販売も行っており、品質不良等によって消費者に健康被害を与えるような事態

が発生した場合、当該製品の販売減少、損害賠償の発生または当社グループのブランドイメージの毀損等によって当

社グループの経営成績等に影響を受ける可能性があります。

 

６）知的財産権について

 当社グループが製造販売するジェネリック医薬品に関しては、結晶形、製法、製剤等に関する特許権あるいは剤形

に関する意匠権等、他社の権利が残存している場合が多いため、当社グループは、物質・用途特許をはじめ、各種特

許を中心とした知的財産権に関し徹底した調査を実施しております。しかしながら、特許抵触の疑義があることを理

由に訴訟提起される場合があり、このような事態が生じた場合には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能

性があります。

 

７）設備投資に関するリスク

 当社グループは多種多様な製造品目及び製造工程を取扱うことから、少数の製造品目や製造工程のみを取扱う同業

者と比較すると、収益に対応した設備投資負担が相対的に大きくなっていると考えられます。また、当社グループが

継続的に事業を拡大していくためには、新たな製造品目や製造工程の取扱いに対応した設備投資が必要となります。

 こうした設備投資が遅延した場合には、受注機会の喪失等により、当社グループの経営成績は影響を受ける可能性

があります。一方、大規模な設備投資を行った場合、原薬及び製剤を製造する際の特徴上、本格的な生産に至るまで

に一定の期間を要するため、減価償却費が先行的に発生することによって売上原価率が大きく上昇する可能性があり

ます。また、大規模な設備投資を行った際に想定していた受注を期待通りに獲得できなかった場合には、当社グルー

プの経営成績等は重大な影響を受ける可能性があります。

 

８）自然災害、事故等について

 当社グループの生産拠点が集中している富山県における大規模な自然災害や、当社グループの製造施設における事

故等が発生した場合、製造設備等への損害、生産活動の停止、取引先や製造施設近隣住民への補償等により、当社グ

ループの経営成績等は影響を受ける可能性があります。

 

９）原材料または商品の仕入れ等が困難になるリスク

 当社グループは、一部の原材料及び商品の仕入れや外注加工に関して、海外企業を含む特定の取引先に依存してい

るものがあり、災害等の要因によってそうした原材料や商品の仕入れまたは外注加工が困難になり、重要な製品の製

造停止や重要な仕入販売取引の停止等を余儀なくされた場合には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性

があります。

 

10）原材料または商品の仕入価格の変動に関するリスク

 当社グループの原薬及び製剤の製造販売に係る原材料や、仕入販売に係る原薬等の価格が何らかの事情によって急

激に変動した場合、当社グループの経営成績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。

 

11）有利子負債依存度が高いことについて

 当社グループでは、事業拡大に必要な資金の多くを金融機関からの借入によって調達しており、平成26年５月末に

おける総資産に占める有利子負債の比率は29.2％と高い水準にあります。今後当社グループは、資金調達手段の多様
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化に積極的に取り組み、有利子負債比率の低減による財務体質の改善、自己資本の充実を図る方針であります。今

後、市場金利が上昇した場合には、当社グループの借入金利も上昇することが予想され、その場合には当社グループ

の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。また、金融機関からの借入の一部には、純資産や経常損益の金額等

を基準とした財務制限条項が付されているものがあり、将来においてこうした財務制限条項に抵触し、期限の利益を

喪失した場合等には、当社グループの資金繰り等に影響を及ぼす可能性があります。

 

12）取引先の企業再編によるリスク

 当社グループの取引先において企業統合や合併が発生した場合、あるいは外資企業の進出に伴い取引先がその傘下

に入ること等が発生した場合には、取引高が減少する可能性があり、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能

性があります。

 

13）環境保全に関するリスク

 医薬品の研究、製造の過程等で使われる化学物質の中には、人の健康や生態系に悪影響を与える物質も含まれてお

ります。当社グループは、環境保全に係る法規制を遵守し、土壌汚染、水質汚染及び悪臭等の発生防止に取り組んで

おりますが、万一当社グループの事業活動に起因する環境問題が発生した場合、損害賠償の発生やブランドイメージ

の毀損等により、経営成績等に影響を受ける可能性があります。また、環境保全に係る法規制の改定に伴って多額の

対策費用が発生する場合等においても、当社グループの経営成績等が影響を受ける可能性があります。

 

14）競合に関するリスク

 現状、日本国内の品質基準への対応の面で当社グループは優位にあるものと考えておりますが、今後、大手外資系

原薬バルクメーカーが国内企業の買収等によって日本市場への参入を図る可能性があり、そうした海外企業が増加し

た場合、当社グループの経営成績等は影響を受ける可能性があります。

 

15）製商品の品質の維持に関するリスク

 当社グループは、製造販売、仕入販売もしくは受託製造する原薬及び製剤の品質に関して、生産管理の徹底、継続

的な研究開発に基づく創意工夫及び適格な人材の確保等によってその維持・向上に取り組んでおり、製品の品質に関

しては日本国内のＧＭＰ（医薬品の製造管理及び品質管理に関する基準）だけでなく、ＦＤＡ（米国食品医薬品局）

やＥＭＡ（欧州医薬品庁）の基準にも適合する生産体制を備えております。しかしながら、何らかの事情によってこ

うした生産体制の維持が困難となり、製商品の品質低下が生じた場合、新規取引獲得に係る競争力の低下や既存の継

続的取引の喪失等により、当社グループの経営成績及び財政状態は重大な影響を受ける可能性があります。

 

16）海外での事業展開に関するリスク

 当社グループは、中国及び米国等海外での事業展開を進めております。海外では法規制や行政指導のあり方等を含

めて事業環境が異なることから、予期せぬ費用の発生等により、当社グループの経営成績等が影響を受ける可能性が

あります。

 

17）機密情報の管理について

 当社グループは、原薬の製造販売や製剤の業務受託等において、取引先の生産計画や新製品の開発に関する機密性

の高い情報を取得する場合があります。当社グループでは、こうした機密情報の管理の徹底を図っておりますが、何

らかの要因で情報漏洩等が発生した場合には、当社グループの信用の失墜等により、経営成績等に影響を及ぼす可能

性があります。

 

18）研究開発について

 当社グループは、原薬及び製剤の製造販売や業務受託等に関して研究開発活動を行っております。こうした研究開

発活動は、製造販売や業務受託の開始に数年間先行して開始する場合がほとんどですが、これらの活動に関する投資

については、必ずしも期待通りに収益獲得に結び付かない可能性があり、その場合には、当社グループの経営成績等

に影響を及ぼす可能性があります。

 

19）固定資産に関するリスク

 当社グループは、多額の固定資産（建物、機械装置、土地、投資有価証券等）を所有しているため、経営環境の変

化等に伴ってそれらの価値が著しく変動し、減損損失、除却・売却による損失、評価差額の変動等が発生した場合、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社並びに連結子会社である大和薬品工業株式会社、Daito Pharmaceuticals America, Inc.及び

大桐製薬（中国）有限責任公司によって構成されており、原薬及び製剤（医療用医薬品・一般用医薬品）の製造販売及

び仕入販売、原薬及び製剤に係る製造受託、並びに健康食品他の販売を主な事業としております。

 

   ［事業系統図］

 

 

* Daito Pharmaceuticals America, Inc. は当社製品の米国への輸出業務の支援を目的として、平成20年６月に設立

され、現在は市場調査等を行っております。

**大桐製薬（中国）有限責任公司は、平成24年９月に当社製剤の中国市場での販売を目的として当社の子会社とした

会社です。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社グループは、顧客及びステークホルダーから選ばれ続ける企業を目指し、「誠実、信頼、貢献、調和、挑戦、

飛躍」という６つの基本理念のもと、法令を遵守し、地球環境への配慮も行いながら、高品質な医薬品の安定供給に

努め、人々の健やかな生活に貢献することを願って事業活動を展開しております。今後においては、更なる品質の向

上を図るとともに、医薬品の新たな分野、新たな技術への挑戦を行い、世界を舞台として優れた医薬品を提供する企

業に成長することを目指しております。

 

 

(2）目標とする経営指標

 当社グループは、持続的な成長を支えるための収益力の確保と経営体質の強化を図るという観点より、売上高及び

売上高経常利益率を重要な経営指標として位置づけております。また、資本の効率化による株主利益の最大化を図る

ため、自己資本利益率（ＲＯＥ）も重要な経営指標のひとつとしております。

 

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

 当社グループは、原薬及び製剤の製造販売と仕入販売という事業を推進するに当たり、国内外の医薬品事業を取り

巻く環境の変化に対して適切な対応を行うことが、継続的な事業の発展において重要であると認識しております。こ

うした認識のもと、中長期的な経営戦略の基本方針としては、以下の４つを掲げております。

 ①ジェネリック医薬品市場の拡大への対応

政府によるジェネリック医薬品使用促進策の追い風により継続的な成長が見込まれるジェネリック医薬品市場に

おいて、需要拡大の機会を確実に捉え、販売体制の強化並びに生産設備の拡充及び有効利用により、ジェネリック

医薬品向け原薬を中心とした販売拡大を目指します。

 ②高薬理活性領域への進出

外資系企業を始めとした各社の研究開発が進み、今後も市場の拡大が見込まれる抗癌剤等の高薬理活性物質に係

る事業展開を本格的に進め、新たな事業領域としての育成を図ります。

 ③新規製造受託の推進

各社の競争が激化する製造受託市場において、国内大手メーカー及び外資系大手メーカーからの医療用医薬品及

びＯＴＣ医薬品の新規製造受託の獲得及び適切な生産対応に努め、生産設備をフル稼働させることによる収益の拡

大を図ります。

 ④海外市場への事業展開

医薬品業界におけるグローバル化が本格的に進行する中、品質面において日米欧三極のＧＭＰ基準に適合してい

るという当社の強みを活かし、成長性の高い中国、市場規模の大きな米国をターゲットとして、海外向けの製剤及

び原薬の販売拡大並びに生産拠点の確立を目指します。

 

 

(4）会社の対処すべき課題

 当社グループは、医薬品の原料である原薬から最終的な製剤までの製造・販売を幅広く行うことにより、医薬品業

界における様々なニーズに応え、信頼を勝ち得てきました。

 当社グループを取り巻く環境につきましては、政府による医療費抑制の一環としてのジェネリック医薬品の使用促

進策が引き続き実施されており、ジェネリック医薬品向けの原薬やジェネリック製剤の需要が拡大しております。他

方、改正薬事法の施行を背景に近年拡大傾向にあった医薬品の製造受託市場においては、参入企業の増加による競争

の激化や委託サイドの方針転換等がみられ、製造受託に係る経営環境は今後ますます厳しくなることが予測されま

す。また、医薬品業界において、グローバルなレベルでの各社の経営統合が進行していることや、外資系企業の国内

参入が本格的に進行していることもあり、予断の許されない状況であります。

 こうした環境のなか、今後当社グループが更なる成長を遂げるため、原薬事業の生産体制につきましては、当社及

び子会社の大和薬品工業株式会社並びに出資先である千輝薬業(安徽)有限責任公司との生産体制の再構築を図り、ま

た、製剤事業の生産体制につきましては、当社及び子会社の大桐製薬(中国)有限責任公司との連携強化を図ることを

含めて以下の事項が重要な課題であると認識しております。

 

①ジェネリック医薬品市場の拡大への対応

 近年、わが国においては、高齢化社会の進展に伴い、国民医療費は長期にわたり増加傾向にあり、医療費を抑制す

るための政府の重点施策としてジェネリック医薬品（後発品）の使用促進が行われております。政府は、ジェネリッ

ク医薬品（後発品）の数量シェアを平成30年３月末までに60％以上に引き上げることを新たな目標に掲げ、ジェネリ

ック医薬品のさらなる使用促進のための取組みについてもモニタリングを行い、その結果を踏まえ必要な推進策を適

宜行っているため、ジェネリック医薬品市場が拡大傾向にあるものと、当社グループでは考えております。

- 9 -

ダイト㈱（4577）　平成26年５月期決算短信



 そうした中で、当社グループは、原薬及び製剤の新たなジェネリック品目のタイムリーな研究開発を促進するとと

もに、生産設備の拡充及び生産効率の向上に努め、収益の拡大を図っていく方針であります。

 

②高薬理活性領域への対応

 当社グループでは、内服用の固形製剤を中心とした製造を行っておりますが、今後の事業拡大を図るとき、新たな

剤形や新しい薬効領域への取組みが必要であると考えております。

 その中でも、市場の急速な拡大が見込まれる抗癌剤等の高薬理活性領域への取組みを重要視しております。当社

は、その取組みの一環として、平成26年５月に本社構内において高薬理活性固形製剤を製造する製剤棟の建設に着手

いたしました。これにより高薬理活性固形製剤の治験薬製造及び製剤から包装までの一貫製造が可能な体制を完備し

てまいります。

 当該領域においては、海外企業との連携の強化を図るとともに、研究開発体制、品質保証体制及び販売体制のより

一層の整備・強化を行い、事業展開を充実させていく方針であります。

 

③新規製造受託の推進

 医薬品の製造受託市場は、企業間競争の激化や各社の方針転換等がみられるものの、全体としては拡大傾向にあり

ます。そうした中で、当社グループは、医療用医薬品を中心として、外資系メーカーや国内大手メーカーからの新規

製造受託の獲得に努め、生産設備を最大限に活用することにより、収益の拡大を図っていく方針であります。また、

今後においては、原薬の製造受託も強化していく方針であります。

 

④海外展開の強化

 当社グループでは、国内市場における継続的な事業の拡大を図っておりますが、中長期的な視野から当社グループ

の更なる成長を図るとき、海外市場への進出が重要であると考えております。

 現在のところ、米国、中国の２大市場を主なターゲットとし、製剤の販売承認の早期取得に向け、鋭意準備を進め

ております。今後は、販売体制の整備や、更なる候補品目の選定及び開発を推進するとともに、アジア諸国における

生産拠点の確立などにも注力し、海外展開を加速させていく方針であります。

 なお、中国においては、当社子会社の大桐製薬(中国)有限責任公司にて、現在製剤工場の建設を進めております。

中国市場での販売を目指すとともに、日本からの製造委託も視野に入れ、工場完成後の安定稼働を図る方針でありま

す。

 

⑤人材の確保・育成

 当社グループでは、医療用医薬品から一般用医薬品に至る原薬及び製剤の製造販売、仕入販売、製造受託といった

多岐にわたる事業展開を行っており、こうした中で事業の拡大を図るためには、優秀な人材の確保と育成が不可欠で

あります。今後においては特に、海外展開や高薬理活性領域に係る研究開発業務及び各種申請業務等に精通した人材

の確保と育成が必須であり、これらを含め、グループ全体としての組織体制の強化を図っていく方針であります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年５月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,149,061 2,513,022 

受取手形及び売掛金 9,298,457 ※６ 9,716,988 

電子記録債権 351,559 ※６ 2,428,501 

商品及び製品 892,027 975,800 

仕掛品 1,589,308 1,866,879 

原材料及び貯蔵品 1,536,652 1,593,812 

繰延税金資産 311,613 347,755 

ファクタリング債権 400,616 595,535 

その他 58,334 74,553 

貸倒引当金 △55,420 △52,421 

流動資産合計 18,532,211 20,060,426 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） ※２,※５ 6,961,236 ※２,※５ 6,658,606 

機械装置及び運搬具（純額） 3,718,111 3,595,885 

土地 ※２ 1,210,579 ※２ 1,294,090 

リース資産（純額） 790,071 456,270 

建設仮勘定 53,839 1,172,952 

その他（純額） 258,193 267,269 

有形固定資産合計 ※１ 12,992,032 ※１ 13,445,074 

無形固定資産    

リース資産 1,320 - 

その他 557,023 588,167 

無形固定資産合計 558,343 588,167 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※２ 2,326,175 ※２ 2,331,969 

繰延税金資産 34,358 52,142 

その他 364,900 240,893 

貸倒引当金 △45,754 △23,947 

投資その他の資産合計 2,679,680 2,601,057 

固定資産合計 16,230,057 16,634,299 

資産合計 34,762,268 36,694,726 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年５月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※２ 3,185,922 ※２,※６ 3,445,368 

電子記録債務 - ※６ 383,377 

短期借入金 4,070,000 3,450,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 2,538,239 ※２ 2,522,235 

1年内償還予定の社債 ※２ 100,000 - 

リース債務 428,223 278,516 

未払法人税等 292,973 666,022 

賞与引当金 52,253 69,963 

返品調整引当金 19,499 13,647 

未払金 590,755 444,343 

未払費用 470,615 493,871 

ファクタリング債務 1,564,047 2,295,032 

設備関係支払手形 248,305 ※６ 548,193 

その他 63,947 256,016 

流動負債合計 13,624,782 14,866,587 

固定負債    

長期借入金 ※２ 4,869,725 ※２ 4,217,056 

リース債務 476,560 257,695 

繰延税金負債 367,606 376,271 

退職給付引当金 207,788 - 

退職給付に係る負債 - 227,352 

その他 142,087 125,131 

固定負債合計 6,063,768 5,203,508 

負債合計 19,688,551 20,070,095 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,120,301 3,120,301 

資本剰余金 3,006,492 3,006,492 

利益剰余金 7,828,010 9,342,837 

自己株式 △421 △503 

株主資本合計 13,954,383 15,469,128 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 646,205 622,146 

為替換算調整勘定 149,783 220,657 

退職給付に係る調整累計額 - △34,314 

その他の包括利益累計額合計 795,988 808,489 

少数株主持分 323,345 347,012 

純資産合計 15,073,717 16,624,630 

負債純資産合計 34,762,268 36,694,726 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成26年５月31日) 

売上高 28,956,292 31,196,388 

売上原価 ※１ 23,031,113 ※１ 25,213,090 

売上総利益 5,925,178 5,983,298 

返品調整引当金戻入額 2,919 5,852 

差引売上総利益 5,928,097 5,989,151 

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 3,249,210 ※２,※３ 3,050,213 

営業利益 2,678,887 2,938,938 

営業外収益    

受取利息 93 10,446 

受取配当金 38,038 50,405 

負ののれん償却額 1,565 - 

受取賃貸料 19,120 17,009 

受取保証料 25,368 27,433 

受取保険金 5,536 5,626 

貸倒引当金戻入額 11,322 5,767 

その他 8,471 16,019 

営業外収益合計 109,517 132,708 

営業外費用    

支払利息 126,277 87,147 

為替差損 93,678 33,333 

その他 27,066 30,446 

営業外費用合計 247,022 150,927 

経常利益 2,541,381 2,920,719 

特別利益    

投資有価証券売却益 3,200 30,059 

補助金収入 2,301 8,456 

受取保険金 65,513 - 

負ののれん発生益 58,494 - 

その他 - 5 

特別利益合計 129,508 38,522 

特別損失    

固定資産除却損 ※４ 59,990 ※４ 19,554 

固定資産圧縮損 911 8,456 

支払補償費 - 61,118 

その他 2,000 693 

特別損失合計 62,902 89,823 

税金等調整前当期純利益 2,607,988 2,869,417 

法人税、住民税及び事業税 768,007 1,095,388 

法人税等調整額 53,856 △30,663 

法人税等合計 821,863 1,064,725 

少数株主損益調整前当期純利益 1,786,125 1,804,692 

少数株主損失（△） △511 △6,703 

当期純利益 1,786,636 1,811,396 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成26年５月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,786,125 1,804,692 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 455,239 △24,059 

為替換算調整勘定 213,452 101,244 

その他の包括利益合計 668,691 77,185 

包括利益 2,454,816 1,881,877 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 2,392,040 1,858,211 

少数株主に係る包括利益 62,776 23,666 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,565,103 2,451,294 6,310,073 △385 11,326,085 

当期変動額           

新株の発行 555,198 555,198     1,110,396 

剰余金の配当     △268,699   △268,699 

当期純利益     1,786,636   1,786,636 

自己株式の取得       △35 △35 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 555,198 555,198 1,517,936 △35 2,628,297 

当期末残高 3,120,301 3,006,492 7,828,010 △421 13,954,383 

 

             

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 190,966 △381 - 190,584 - 11,516,669 

当期変動額             

新株の発行           1,110,396 

剰余金の配当           △268,699 

当期純利益           1,786,636 

自己株式の取得           △35 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 

455,239 150,164 - 605,404 323,345 928,750 

当期変動額合計 455,239 150,164 - 605,404 323,345 3,557,047 

当期末残高 646,205 149,783 - 795,988 323,345 15,073,717 
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当連結会計年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,120,301 3,006,492 7,828,010 △421 13,954,383 

当期変動額           

新株の発行           

剰余金の配当     △296,568   △296,568 

当期純利益     1,811,396   1,811,396 

自己株式の取得       △81 △81 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 - - 1,514,827 △81 1,514,745 

当期末残高 3,120,301 3,006,492 9,342,837 △503 15,469,128 

 

             

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 646,205 149,783 - 795,988 323,345 15,073,717 

当期変動額             

新株の発行             

剰余金の配当           △296,568 

当期純利益           1,811,396 

自己株式の取得           △81 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 

△24,059 70,874 △34,314 12,500 23,666 36,167 

当期変動額合計 △24,059 70,874 △34,314 12,500 23,666 1,550,913 

当期末残高 622,146 220,657 △34,314 808,489 347,012 16,624,630 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成26年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,607,988 2,869,417 

減価償却費 2,569,399 2,444,826 

負ののれん償却額 △1,565 - 

負ののれん発生益 △58,494 - 

固定資産除却損 59,990 19,554 

固定資産圧縮損 911 8,456 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16,464 △4,775 

賞与引当金の増減額（△は減少） 762 17,710 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,500 - 

返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,919 △5,852 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △45,869 - 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △33,537 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,700 - 

受取利息及び受取配当金 △38,132 △60,852 

受取賃貸料 △19,120 △17,009 

受取保証料 △25,368 △27,433 

支払利息 126,277 87,147 

補助金収入 △2,301 △8,456 

保険解約損益（△は益） △65,513 - 

売上債権の増減額（△は増加） △1,093,339 △2,681,868 

たな卸資産の増減額（△は増加） △599,303 △418,504 

仕入債務の増減額（△は減少） 485,625 1,215,347 

支払補償費 - 61,118 

その他 △154,695 63,040 

小計 3,715,668 3,528,328 

利息及び配当金の受取額 38,132 60,852 

利息の支払額 △127,475 △87,439 

補助金の受取額 2,301 8,456 

補償金の支払額 - △58,798 

その他 △2,542 18,242 

法人税等の支払額 △1,084,659 △724,991 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,541,424 2,744,650 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成26年５月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △415,400 △738,450 

定期預金の払戻による収入 － 959,620 

有形固定資産の取得による支出 △1,858,979 △2,334,864 

有形固定資産の売却による収入 137,035 615 

投資有価証券の取得による支出 △249,569 △53,035 

投資有価証券の売却による収入 6,500 54,404 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
※２ 62,015 - 

保険積立金の払戻による収入 177,253 109,154 

その他 △95,848 △160,114 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,236,993 △2,162,669 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 980,000 △620,000 

長期借入れによる収入 3,150,000 2,000,000 

長期借入金の返済による支出 △2,775,183 △2,668,673 

社債の償還による支出 △130,000 △100,000 

株式の発行による収入 1,098,931 - 

配当金の支払額 △267,803 △295,961 

自己株式の取得による支出 △35 △81 

リース債務の返済による支出 △365,451 △380,730 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,690,456 △2,065,447 

現金及び現金同等物に係る換算差額 131,500 70,517 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,126,388 △1,412,949 

現金及び現金同等物の期首残高 1,572,218 3,698,606 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,698,606 ※１ 2,285,657 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

     該当事項はありません。
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数    3社

連結子会社の名称

大和薬品工業㈱

Daito Pharmaceuticals America, Inc.

大桐製薬（中国）有限責任公司

２．持分法の適用に関する事項

 該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、大和薬品工業株式会社及びDaito Pharmaceuticals America, Inc.の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。大桐製薬（中国）有限公司の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の

作成にあたっては、３月31日現在における仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

（連結子会社の事業年度に関する事項の変更）

 従来、連結子会社である大和薬品工業株式会社の決算日は３月31日であり、同日現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っておりましたが、四半期連結会計期

間末日を一致させるため、第１四半期連結会計期間において、決算日を11月30日に変更しております。

 また、連結会計年度末日を一致させることで連結財務諸表のより適切な開示を図るため、第３四半期連結会

計期間より、決算日を５月31日に変更しております。

 これらの決算期変更に伴い、当連結会計年度は、平成25年４月１日から平成26年５月31日までの14ヶ月間を

連結しており、決算期変更した連結子会社の平成25年４月１日から平成25年５月31日までの売上高は558,640

千円、営業利益は84,434千円、経常利益は79,111千円、税金等調整前四半期純利益は78,947千円であります。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ たな卸資産

商品及び製品、原材料、仕掛品

 主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

貯蔵品

 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法を採用しております。

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用してお

ります。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物   ３年～55年

機械装置及び運搬具 １年～８年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。
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ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数として、定額法を採用しております。残存価額は、リース契約上の残価保証の

取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年５月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

 当社及び国内連結子会社の従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込み額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ 返品調整引当金

 返品による損失に備えるため、返品実績を基に算出した必要額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

 て期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

  過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

 り費用処理しております。

  数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括処理しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中の平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上してお

ります。

(6）重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段――金利スワップ

ヘッジ対象――借入金の利息

ハ ヘッジ方針

 財務上のリスク管理対策の一環として、「経理規程」及び「デリバティブ管理規程」に基づき金利変動

リスクをヘッジしております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップにつきましては、金利スワップの特例処理の要件を充たしているので決算日における有効

性の評価を省略しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

- 21 -

ダイト㈱（4577）　平成26年５月期決算短信



（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及

び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務を退職給付に係る負債として計上

する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当

連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加

減しております。

 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が227,352千円計上されるとともに、その他の

包括利益累計額が34,314千円減少しております。

 なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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（連結貸借対照表関係）

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成25年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年５月31日） 

  16,957,417千円 18,768,951千円 

 

 ※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年５月31日）
当連結会計年度

（平成26年５月31日）

建物及び構築物 189,675千円 196,701千円

土地 286,529 286,529

投資有価証券 582,085 541,030

計 1,058,289 1,024,261

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年５月31日）
当連結会計年度

（平成26年５月31日）

支払手形及び買掛金 311,346千円 354,154千円

短期借入金 280,000 －

１年内返済予定の長期借入金 74,760 54,760

１年以内償還予定の社債 100,000 －

長期借入金 180,900 113,680

債務保証 300,720 95,301

計 1,247,727 617,895

 

 ３ 債務保証

次の会社の武田薬品工業㈱からの買掛債務に対して債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年５月31日）

当連結会計年度
（平成26年５月31日）

アボットジャパン㈱ 167,548千円 ㈱富士薬品 53,028千円 

㈱富士薬品 86,992 アボットジャパン㈱ 21,870 

テイカ製薬㈱ 9,780 佐藤薬品工業㈱ 10,878 

㈱パナケイア製薬 9,172 キョーリンリメディオ㈱ 7,610 

キョーリンリメディオ㈱ 8,419 第一薬品工業㈱ 885 

佐藤薬品工業㈱ 6,846 常盤薬品工業㈱ 760 

東洋製薬化成㈱ 6,657 大和製薬㈱ 268 

日医工㈱ 2,347    

常盤薬品工業㈱ 1,782    

第一薬品工業㈱ 1,043    

富山薬品㈱ 130    

計 300,720 計 95,301 
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 ４ 当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年５月31日）
当連結会計年度

（平成26年５月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
9,700,000千円 11,900,000千円

借入実行残高 4,070,000 3,450,000

差引額 5,630,000 8,450,000

 

※５ 固定資産の圧縮記帳

   国庫補助金等で取得した固定資産の圧縮記帳の適用に伴い、有形固定資産の取得価額から直接控除して

いる圧縮記帳額、圧縮累計額およびそれらの内訳は、次のとおりであります。

 

  圧縮記帳額

 
前連結会計年度

（平成25年５月31日）
当連結会計年度

（平成26年５月31日）

建物及び構築物 911千円 8,456千円

 

  圧縮記帳累計額

 
前連結会計年度

（平成25年５月31日）
当連結会計年度

（平成26年５月31日）

建物及び構築物 395,042千円 403,499千円

 

※６ 連結会計年度末日満期手形等

   期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。

   なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、期末残高に含ま

れております。

 

 
前連結会計年度

（平成25年５月31日）
当連結会計年度

（平成26年５月31日）

受取手形 －千円 196,772千円

電子記録債権 －千円 69,296千円

支払手形 －千円 246,052千円

設備支払手形 －千円 32,252千円

電子記録債務 －千円 73,422千円
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（連結損益計算書関係）

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前連結会計年度 
（自 平成24年６月１日 

  至 平成25年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年６月１日 

  至 平成26年５月31日） 

6,310千円 116,426千円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成24年６月１日 
  至 平成25年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年６月１日 

  至 平成26年５月31日） 

給与手当 602,295千円 598,212千円 

賞与引当金繰入額 8,062 9,120 

貸倒引当金繰入額 1,393 1,501 

減価償却費 137,687 126,892 

研究開発費 1,113,492 890,749 

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度 
（自 平成24年６月１日 

  至 平成25年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年６月１日 

  至 平成26年５月31日） 

1,113,492千円 890,749千円 

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

建物及び構築物 13,444千円   288千円

機械装置及び運搬具 3,939   2,570

 工具、器具及び備品 451   419

 解体費用 42,155   16,276

計 59,990   19,554
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 8,956,968 929,000 － 9,885,968

合計 8,956,968 929,000 － 9,885,968

自己株式        

普通株式（注） 320 34 － 354

合計 320 34 － 354

 （注）１．当連結会計年度増加株式数は、平成25年２月20日に実施した公募による新株式の発行800,000株及び平成25

      年３月21日に実施した第三者割当による新株式の発行129,000株によるものであります。

    ２．普通株式の自己株式の株式数の増加34株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己株式予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成24年８月28日

定時株主総会
普通株式 268,699 30 平成24年５月31日 平成24年８月29日

  (注) １株当たり配当額には、70周年記念配当５円を含んでおります。

 

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年８月29日

定時株主総会
普通株式 296,568 利益剰余金 30 平成25年５月31日 平成25年８月30日
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当連結会計年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 9,885,968 － － 9,885,968

合計 9,885,968 － － 9,885,968

自己株式        

普通株式（注） 354 57 － 411

合計 354 57 － 411

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加57株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己株式予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年８月29日

定時株主総会
普通株式 296,568 30 平成25年５月31日 平成25年８月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（予定）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年８月28日

定時株主総会
普通株式 296,566 利益剰余金 30 平成26年５月31日 平成26年８月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

現金及び預金勘定 4,149,061千円 2,513,022千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △450,455  △227,365 

現金及び現金同等物 3,698,606  2,285,657 

 

     ※２．前連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 株式の取得により新たに大桐製薬（中国）有限責任公司を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに大桐製薬（中国）有限責任公司株式の取得価額と大桐製薬（中国）有限責任公司取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。

      流動資産                                                 627,146千円

      固定資産                                                 355,248

      流動負債                                                △41,877

      固定負債                                                △71,952

      負ののれん                                               △58,494

      少数株主持分                                             △260,569

      大桐製薬（中国）有限責任公司の取得価額                      549,500

      大桐製薬（中国）有限責任公司現金及び現金同等物         △611,515

        差引 ： 大桐製薬（中国）有限責任公司取得による収入        △62,015
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                (単位：千円）

  原薬 製剤 健康食品他 合計 

外部顧客への売上高 17,296,680 11,272,942 386,669 28,956,292 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

                                (単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

日医工株式会社 3,073,296  医薬品事業 

 

当連結会計年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                (単位：千円）

  原薬 製剤 健康食品他 合計 

外部顧客への売上高 19,664,791 11,143,275 388,321 31,196,388 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

                                (単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

日医工株式会社 3,647,678  医薬品事業 

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

 該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

 該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成24年６月１日  至  平成25年５月31日）

 前連結会計年度において、58,494千円の負ののれん発生益を計上しております。これは、大桐製薬（中

国）有限責任公司の資産及び負債を時価評価したことによるものであります。

 

当連結会計年度（自  平成25年６月１日  至  平成26年５月31日）

 該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

１株当たり純資産額 1,492.10円 1,646.61円

１株当たり当期純利益金額 194.13円 183.24円

  （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

      ん。

     ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

     ３．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める

       経過的な取扱いに従っております。

       この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、3.47円減少しております。

 

 
前連結会計年度

（平成25年５月31日）
当連結会計年度

（平成26年５月31日）

純資産の部の合計額（千円） 15,073,717 16,624,630

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 323,345 347,012

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 14,750,371 16,277,617

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
9,885 9,885

      ３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

当期純利益金額（千円） 1,786,636 1,811,396

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 1,786,636 1,811,396

期中平均株式数（千株） 9,203 9,885
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成25年５月31日) 
当事業年度 

(平成26年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,076,201 1,469,504 

受取手形 3,654,163 2,615,084 

電子記録債権 351,559 2,428,501 

売掛金 5,532,124 6,996,697 

商品及び製品 912,862 960,063 

仕掛品 1,540,095 1,331,457 

原材料及び貯蔵品 1,314,971 1,343,929 

短期貸付金 570,000 400,000 

1年内回収予定の長期貸付金 - 224,880 

前払費用 10,442 10,333 

繰延税金資産 315,415 299,332 

ファクタリング債権 399,471 595,535 

その他 45,249 54,200 

貸倒引当金 △55,420 △52,421 

流動資産合計 16,667,137 18,677,098 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 5,960,129 5,602,697 

構築物（純額） 111,762 111,464 

機械及び装置（純額） 3,105,763 3,113,481 

車両運搬具（純額） 3,484 2,685 

工具、器具及び備品（純額） 221,666 241,229 

土地 904,233 987,743 

リース資産（純額） 632,538 347,072 

建設仮勘定 48,455 210,603 

有形固定資産合計 10,988,033 10,616,978 

無形固定資産    

借地権 21,148 41,629 

ソフトウエア 341,244 358,836 

ソフトウエア仮勘定 15,750 - 

リース資産 1,320 - 

その他 2,894 2,894 

無形固定資産合計 382,357 403,360 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,326,175 2,331,969 

関係会社株式 842,102 842,102 

出資金 555 555 

長期貸付金 - 716,810 

破産更生債権等 5,597 3,820 

長期前払費用 4,108 4,351 

保証金 145,010 126,634 

保険積立金 168,273 70,822 

その他 7,696 7,696 

貸倒引当金 △45,754 △23,947 

投資その他の資産合計 3,453,766 4,080,815 

固定資産合計 14,824,157 15,101,154 

資産合計 31,491,295 33,778,253 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成25年５月31日) 
当事業年度 

(平成26年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 671,925 801,447 

買掛金 2,146,487 2,507,730 

電子記録債務 - 383,377 

短期借入金 3,590,000 3,450,000 

1年内返済予定の長期借入金 2,448,009 2,453,195 

リース債務 376,183 224,976 

未払金 544,801 416,324 

未払費用 439,290 465,675 

未払消費税等 - 180,203 

未払法人税等 219,930 584,978 

預り金 35,330 34,860 

賞与引当金 25,453 27,363 

返品調整引当金 19,499 13,647 

ファクタリング債務 1,564,047 2,295,032 

設備関係支払手形 129,631 195,093 

その他 2,251 340 

流動負債合計 12,212,841 14,034,245 

固定負債    

長期借入金 4,643,565 4,073,586 

リース債務 361,991 194,340 

退職給付引当金 116,345 85,786 

繰延税金負債 281,535 287,692 

資産除去債務 101,881 103,728 

その他 28,570 14,944 

固定負債合計 5,533,889 4,760,077 

負債合計 17,746,731 18,794,323 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,120,301 3,120,301 

資本剰余金    

資本準備金 3,006,492 3,006,492 

資本剰余金合計 3,006,492 3,006,492 

利益剰余金    

利益準備金 34,375 34,375 

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 6,803,426 8,092,165 

特別償却準備金 134,184 108,952 

利益剰余金合計 6,971,985 8,235,493 

自己株式 △421 △503 

株主資本合計 13,098,358 14,361,784 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 646,205 622,146 

評価・換算差額等合計 646,205 622,146 

純資産合計 13,744,563 14,983,930 

負債純資産合計 31,491,295 33,778,253 
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（２）損益計算書

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成26年５月31日) 

売上高 28,825,375 31,047,842 

売上原価 23,601,127 25,768,509 

売上総利益 5,224,248 5,279,333 

返品調整引当金戻入額 2,919 5,852 

差引売上総利益 5,227,167 5,285,185 

販売費及び一般管理費 2,974,724 2,870,523 

営業利益 2,252,442 2,414,662 

営業外収益    

受取利息 71 4,380 

受取配当金 44,988 58,745 

受取賃貸料 19,120 17,009 

受取保証料 25,368 27,433 

その他 23,950 18,177 

営業外収益合計 113,499 125,746 

営業外費用    

支払利息 109,569 75,524 

為替差損 87,867 7,901 

その他 20,693 30,344 

営業外費用合計 218,130 113,770 

経常利益 2,147,811 2,426,638 

特別利益    

投資有価証券売却益 3,200 30,059 

受取保険金 65,513 - 

補助金収入 2,301 8,456 

その他 - 5 

特別利益合計 71,014 38,522 

特別損失    

固定資産除却損 13,820 12,857 

固定資産圧縮損 911 8,456 

その他 2,000 693 

特別損失合計 16,732 22,007 

税引前当期純利益 2,202,093 2,443,153 

法人税、住民税及び事業税 622,000 862,000 

法人税等調整額 68,943 21,077 

法人税等合計 690,943 883,077 

当期純利益 1,511,150 1,560,076 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

            （単位：千円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 資本剰余金合
計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計   

特別償却準備
金 

繰越利益剰余
金 

当期首残高 2,565,103 2,451,294 2,451,294 34,375 - 5,695,159 5,729,534 

当期変動額               

新株の発行 555,198 555,198 555,198         

特別償却準備金の積立         134,184 △134,184 - 

特別償却準備金の取崩               

税率変更による積立金の調整
額               

剰余金の配当           △268,699 △268,699 

当期純利益           1,511,150 1,511,150 

自己株式の取得               

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）               

当期変動額合計 555,198 555,198 555,198 - 134,184 1,108,266 1,242,451 

当期末残高 3,120,301 3,006,492 3,006,492 34,375 134,184 6,803,426 6,971,985 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 

その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

当期首残高 △385 10,745,545 190,966 190,966 10,936,511 

当期変動額           

新株の発行   1,110,396     1,110,396 

特別償却準備金の積立   -     - 

特別償却準備金の取崩           

税率変更による積立金の調整
額           

剰余金の配当   △268,699     △268,699 

当期純利益   1,511,150     1,511,150 

自己株式の取得 △35 △35     △35 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）     455,239 455,239 455,239 

当期変動額合計 △35 2,352,812 455,239 455,239 2,808,051 

当期末残高 △421 13,098,358 646,205 646,205 13,744,563 

 

- 36 -

ダイト㈱（4577）　平成26年５月期決算短信



当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

            （単位：千円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
資本剰余金合
計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計   

特別償却準備
金 

繰越利益剰余
金 

当期首残高 3,120,301 3,006,492 3,006,492 34,375 134,184 6,803,426 6,971,985 

当期変動額               

新株の発行               

特別償却準備金の積立               

特別償却準備金の取崩         △26,234 26,234 - 

税率変更による積立金の調整額         1,003 △1,003 - 

剰余金の配当           △296,568 △296,568 

当期純利益           1,560,076 1,560,076 

自己株式の取得               

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）               

当期変動額合計 - - - - △25,231 1,288,739 1,263,507 

当期末残高 3,120,301 3,006,492 3,006,492 34,375 108,952 8,092,165 8,235,493 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 その他有価証

券評価差額金 
評価・換算差
額等合計 

当期首残高 △421 13,098,358 646,205 646,205 13,744,563 

当期変動額           

新株の発行           

特別償却準備金の積立           

特別償却準備金の取崩   -     - 

税率変更による積立金の調整額   -     - 

剰余金の配当   △296,568     △296,568 

当期純利益   1,560,076     1,560,076 

自己株式の取得 △81 △81     △81 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）     △24,059 △24,059 △24,059 

当期変動額合計 △81 1,263,425 △24,059 △24,059 1,239,366 

当期末残高 △503 14,361,784 622,146 622,146 14,983,930 
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６．その他

(1）役員の異動

  本日公表いたしました「執行役員の異動に関するお知らせ」をご覧下さい。

 

 

(2）その他

  該当事項はありません。
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